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１．　分　析　目　的
　地球環境問題は，きわめて複合的でかつ多様な側面を有する問題である
ために，単一の手段で解決されることは期待できない（OECD, ２０１０）。政府
レベル，企業レベル，市民レベルで温室効果ガス，化学物質，廃棄物，省
資源・リサイクルなどについて多様な方法で取り組む必要がある。持続可
能な社会を実現するためには，主要なアクターである政府，企業，市民の
それぞれがその役割を果たすことが求められている。
　その中で企業はとりわけ重要な役割を担っている。経済活動は多くの自
然資源を消費し，エネルギーを使い，製品・サービスを生産・供給してい
る。その過程で企業は，廃水，大気汚染，有害化学物質，CO２，廃棄物を不
可避的に発生させている。社会の中心的な生産機能を担う企業は，環境問
題の原因者として大きな責任がある。また，それゆえに，原因を解明し，
問題解決に必要な技術を開発することができる立場にある。拡大生産者責
任の原則はそうした役割を期待して生まれた。
　世界的に事業を展開している多国籍企業は，経済のリーディング企業と
して，先端的な技術や製品を開発している。また，先進国内のみならず海
外の途上国においても多くの事業を展開しその活動の影響は大きなものが
ある。それゆえ，多国籍企業が率先して環境問題に取り組むことは，環境
負荷の源泉からの削減，途上国での課題解決に大きく貢献することができ
る。
　そこで，本稿では，多国籍企業がその海外事業において環境問題にいか
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に取り組み，その取り組みを移転しているのか，タイの日系企業について
実施した調査に基づいて分析する。第１に，多国籍企業による環境経営の
海外移転はいかに行われるのか，理論的観点からその特徴を考察する。第
２に，アンケート調査に基づきタイにおける日系企業の環境経営の実態を
明らかにする。第３に，日系企業のケースから，多国籍企業による発展途
上国への直接投資は途上国の環境問題にいかなる意味を持つのか考察する。
２．　タイ経済における日系企業の事業活動
　タイは，２０１０年の実質 GDP成長率が７．８％と高く，インドや中国と並ん
で高い経済成長を遂げつつある。１人当たりの GDPは４，９９２ドルと中所得
国の位置にあるが，首都バンコクを中心に急速に発展しつつある。
　タイに対する日本の直接投資は２０１０年において１，００３億バーツで，タイに
対する海外直接投資の３５．９％を占めている（JETRO, ２０１１）。日本は，タイ
への最大投資国であり，日本企業によるタイへの投資はきわめて大きい。
日本に次いで大きな投資割合を占めるのは EU２６．７％で，シンガポール
６．９％，中国６．２％と続いている。このように，タイでは日本の投資規模が
突出している。これに対し，米国によるタイへの投資は２．２％に過ぎず，大
きな部分を占めていない。米国の海外直接投資総額は，２００９年に２，６８７億ド
ルで，日本の７４７億ドルの約３．２倍である。しかし米国の主な投資対象地域
は，欧州で投資額の６７．２％が向けられている。続いて中国，シンガポール，
カナダに向けられている。
　日本企業のタイへの投資は，自動車産業を代表として大きな産業集積を
形成している。タイにおける自動車産業は日系企業の投資にけん引されて，
東南アジアでは最大の産業集積地として発展し，競争上の地位を確かなも
のにしつつある。日本メーカーにとってタイは自動車生産のアセアン地域
統括機能を持つようになっている。
　２００９年の日本の直接投資をネット・フローベースで見ると，全世界で７４７
億ドルの投資が行われている。そのうち，アジア地域では，中国９．２％，イ
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ンド４．９％，シンガポール３．９％に次いで，タイ２．２％を占めている。タイへ
の投資は，インドネシア，マレーシア，フィリピン，ベトナム等に比べて
はるかに大規模で，タイはシンガポールを除くアセアン諸国ではわが国か
らの直接投資の最大の受け入れ国である。２００９年の投資残高では，中国
７．４％，シンガポール３．２％についで，タイは３．１％と第３位の投資が行われ
てきた。巨大な人口の中国と，地域統括会社が置かれる傾向のあるシンガ
ポールに次いでタイに対する投資が多く行われてきた。タイが重要な海外
事業拠点として位置づけられていることが理解できる。 
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表１　タイ向け直接投資（国・地域別）
（単位：件，百万バーツ，％）
２０１０２００９
伸び率構成比金額件数金額件数
７０．３３５．９１００，３０５３４２５８，９０５２４３日本
－７５．８２．２６，２０４４８２５，５９１３７米国
－８３．２０．０１１２４６６７７カナダ
３５９．７２６．７７４，５１２１５９１６，２１０１３５欧州
５８７．３９．２２５，７８０２３３，７５１２２　　オランダ
－７１．００．２５６４１５１，９４３２１　　英国
１４１．５０．９２，５８７３１１，０７１２１　　ドイツ
２３９．１０．９２，６１８２０７７２１７　　フランス
２２６．８３．２８，９８１１９２，７４８１１　　スイス
－５９．００．９２，５４３５１６，２７８３１韓国
１４７．０６．２１７，３１２２８７，００９１５中国
－１５．７１．６４，５０３４０５，３４１３２台湾
１，１９９．９４．７１３，０１２３０１，００１１４香港
３０．４６．９１９，１７０６２１４，６９９４９シンガポール
７９９．６２．２６，０８１１７６７６１３オーストラリア
－５２．７０．６１，７４０１３３，６８０１７インド
－２４．７１．７４，８０８３９６，３８９２５マレーシア
９６．５１００．０２７９，２３３８５６１４２，０７７６１４外国投資計
（注）　認可ベース，外国直接投資の定義は外国資本１０％以上。
（出資）　ジェトロ『世界貿易投資報告　２０１１年版』　２０１１年。
３．　環境経営の海外移転と競争優位
　事業活動を維持発展させるためには，市場における競争優位の獲得とそ
れを可能にする組織能力の形成が不可欠な要件である。資源・組織能力は
成長の基礎である（Barney, １９９１）。競争優位と市場地位を獲得することが
できる時に，企業は海外事業を持続的に発展させることができる。
　直接投資に伴う競争優位については，Buckley=Casson（１９７６）の内部化
理論や Dunning（１９８８）の折衷理論が代表的な理論である。これらの理論
は，多国籍企業がなぜ成立するのか，海外直接投資がなぜ行われるのか競
争優位を中心に分析している。内部化理論は，多国籍企業が海外事業を組
織の一部とみなすことによって事業を有利に展開できることを示している。
他方，経営学的研究には組織能力論やマザー工場の理論が展開されている
（山口隆英，２００６）。組織能力論は競争力の基礎となる要因を多国籍企業本
社がもつ組織能力に求め，多国籍企業は市場取引対象となりにくいノウハ
ウや暗黙知を海外移転することによって海外事業の組織能力を高めること
ができると主張する。その組織能力を高めることができれば，企業は競争
優位を強め，事業を維持発展させることができる。
　組織能力の議論を援用すれば，経済価値を創造する事業活動において環
境経営を海外で実施する場合においても，競争優位のある価値を海外事業
において創りだすことを説明できる。発展途上国における事業の環境経営
能力の向上は，主として政府規制，市場，および内部資源・環境戦略に依
存することが指摘されてきた（Jeppesen and Hansen, ２００４）。Jeppesen and 
Hansen（２００４）は，多国籍企業とのリンケージによって発展途上国企業が
環境能力を高めることを説明するアプローチとして，４つのモデルがある
ことを明らかにした。
　第１にコモディティ連鎖アプローチは，コモディティとしての製品は品
質や性能などによる差別化ができず，価値連鎖の一部機能が途上国へ移転
されることを示す。第２に，産業組織アプローチは，市場競争をポーター
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の指摘した５つの競争要因とそこから導かれる競争戦略によって説明して
いる。第３に，取引コストアプローチは，取引コストによる影響を説明し
ている。第４に資源ベースアプローチは，直接投資が資源・組織能力を海
外移転するもっとも有効な方法であり，その移転が競争優位をもたらし成
長の基礎であると考える。
　その中でも途上国への環境能力の移転を説明するためには，組織能力や
競争優位をもたらす価値創造を説明する資源ベース論が重要な理論的基礎
を与える。資源ベース論によれば，海外事業は親会社からの移転によって，
環境への取り組みに必要な組織能力を迅速に獲得することができる。つま
り，環境への取り組みは海外事業の組織能力を高め，取り組み方法によっ
ては環境保全に貢献しつつ同時に経済価値を高めることができる。RoHS
指令や REACH規制への対応は言うまでもなく，環境効率を向上させて投
入資源量を削減することやグリーン調達を実施して環境リスクを削減する
ことは，生産コストや市場競争において有利性をもたらすのである。もち
ろん，単にエンド・オブ・パイプ的な手法では追加的費用の発生にとどま
るが，問題解決型の組織能力は価値の創造を可能にする。
　またこれまでの研究では，資源規模の役割や発展段階が見られることが
指摘されている（Hart and Ahuja, １９９６；金原達夫他，２０１１）。大規模企業で
は，中小規模企業よりもプロアクティブな環境戦略を採用し，環境への取
り組みが進んでいることが明らかにされてきた。大規模企業では多くの人
的資源，財務的資源を保有し，それゆえに相対的に高い組織能力をもつと
考えられるからである。資源ベース論では，組織能力に経路依存性や累積
性があることが指摘されてきた（Hart, １９９５）。
　しかしながら，企業規模と組織能力の関係が直線的関係であるかどうか
については特に吟味されてこなかった。また，個別の事例では，例えば，
マスキー法で最初に排出基準をクリアしたイノベーションが世界の自動車
産業の中では小規模な後発メーカーであった本田技研工業によって行われ
たように，例外的なケースも存在している。中小企業がイノベーションの
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重要な担い手になることは米国では傾向的に認められる（Rothwel and 
Zegveld, １９８２）。したがって，こうした事実を考えれば中小企業が環境面に
おいても環境イノベーションを行い事業機会をとらえることによって競争
優位を獲得する可能性は，特に先進国経済においては十分存在する。しか
し，先進国の多国籍企業と途上国企業の比較では，事業展開の経験や組織
能力に大きな格差がある言わざるを得ず，環境経営においてはなお強く格
差が存在する。公害型の環境対策が優先する途上国では，より強くコスト
増加を意識せざるを得ない。現時点では，途上国企業が環境イノベーショ
ンを切り開く可能性は相対的に限定されている。
　それゆえに，直接投資では多国籍企業から途上国への環境経営の移転が
行われる。多国籍企業は，ISO１４００１ の取り組みやグリーン調達などの環境
経営の取り組みの移転によって海外事業の組織能力を高め，市場への対応
力を強化するのである。それは，海外事業の競争優位を高めることになる。
４．　タイ進出日本企業による環境経営の実態
　環境経営は，事業活動を行いつつ環境負荷の削減にかかわる活動のプロ
セスである。環境問題は実に多面的な側面を有するがために，環境経営の
海外移転においても，多様な方法，取り組みが展開される。温室効果ガス
や PRTR化学物質の削減から，環境方針，環境マネジメントシステム，３R
活動等の内容的広がりと，環境方針から日常的活動までの階層性がある。
　ここでは，これら様々な取り組みをハード面とソフト面に分けて，その
内容にいかなるものがあるか整理し，調査データによってその特徴を考察
する。ハード面とは，物的移転にかかわっている。物的な移転とは，環境
負荷削減のための製品，設備，あるいは機器の移転である。この物的移転
は，環境負荷削減目的に直接かかわっている温室効果ガスあるいは化学物
質削減，省資源にかかわるもので，エンド・オブ・パイプ型設備・機械は
この移転である。もちろん，エンド・オブ・パイプ型のみならず予防的，
ライフサイクル的な設備の移転が行われる。これらハード面の取り組みは，
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直接環境負荷を実質的に削減する取り組みであり，環境改善をもたらすも
のである。
　これに対し，ソフト面の移転は，環境負荷削減にかかわる環境戦略や管
理的システム，ノウハウにかかわるものである。環境方針は，組織の目的
を共有し，構成員の行動の方向付けと動機づけの機能がある。これには，
ISO１４００１ の環境マネジメントシステムに含まれる方針や計画がある。また，
グリーン調達，環境報告書の作成，環境会計システムの導入が含まれる。
　環境への取り組みは，生産部門内部の活動から，部門間にまたがる活動，
さらにはサプライチェーン全体を含む活動へと広がりを見せている（Esty 
and Porter, １９９８）。環境経営を推進するために，企業のサプライチェーン全
体の管理を強める外部要因には，RoHS指令や REACH規制と，地球温暖化
防止に対する世界的な認識の共通化が背景にある。その結果，環境負荷削
減は企業の社会的責任として取り組みが求められている。その中の重要な
実践は，第１にグリーン調達，第２に CO２ 排出量削減である。
　日本企業がタイでどのような環境行動を展開しているのか，われわれは
質問票による調査を行った。質問調査は，２０１０年８－１０月にかけて郵送調
査法によって行った。調査票送付の対象は４６０社で有効回答数は５１社である。
先行研究の論点およびわれわれの分析目的に基づいて作成した分析フレー
ムワークに沿って質問項目を設定し，質問票調査を行った。環境経営に関
するアンケート回答は，リッカート方式の５段階尺度で測定されている。
１＝強く否定する，５＝強く同意するである。また，環境報告書，環境会
計，ISO１４００１ は３段階評価（実行している，準備中，実行していない）の
回答で，実行しているは＝１，それ以外は＝０で再集計すると実施企業の
割合が得られる。
　調査対象は，規模別には，小規模企業（従業員数２９９人以下），中規模企
業（同３００人以上９９９人以下），大規模企業（１，０００人以上）に分類した。ま
た，業種別には，サンプル数が少なく全業種に分類して統計的に分析する
ことはできないため，生活関連型産業，基礎素材型産業，加工組立型産業
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に３分類した。
（１）　規模別特徴
　基本統計のうち，従業員数の全体の平均規模は１，４２３人であるが，業種別
には顕著な特徴がある。中でも，加工型の規模が大きく平均で２，０９２人，で
あった。これに対し素材型は６４６人，生活関連型は４５３人である。したがっ
て，加工型の企業がタイにおいてより本格的な事業展開をしていることが
わかる。これは自動車産業および電機産業の集積が大きなことがその主因
と見られる。特に電機産業に大規模企業が存在する。また自動車産業では
タイをアセアン最大の生産拠点として産業集積ができつつあり，規模の拡
大が進んでいる。
　調査対象企業の設立年の平均は，サンプル全体では１９９３年であった。設
立年は事業経験年数を表し平均の経験年数は１７年である。規模別には，小
規模企業１６．００年，中規模企業１７．０３年，大規模企業１８．９２年と経験年数に有
意な差はない。また，経験年数は業種別にもほとんど差がなく素材型１９．２０
年，加工型１６．６９年，生活関連型１７．４５年である。
　次に，日本側親会社の出資比率を見ると，調査企業全体では８７．６％で，
小規模企業９２．２％，中規模企業８５．７％，大規模企業８９．７％であった。業種
別には，素材型で８９．７％，加工型で８８．８％，生活関連型で８２．９％である。
タイは海外からの直接投資に対して出資比率の規制が緩やかで，製造業で
は１００％出資が多く見られる。回答企業中２２社が１００％所有であるほか，
１００％所有でない場合も８社が９０％－９９％の所有である。他方，５０％未満所
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表３　調査企業の業種別分布
比率（％）企業数（社）業　種
 １９．６１０素材型
 ５６．９２９加工型
 ２３．５１２生活関連型
１００．０５１合　計
表２　調査企業の規模別分布
比率（％）企業数（社）従業員数
 １５．７ ８１－２９９人
 ５６．９２９３００－９９９人
 ２７．５１２１，０００人超
１００．０５１合　計
有は３社しかなかった。このことから，日本企業は経営支配権を確保する
には十分な所有比率を有し，多国籍展開の中でタイ事業は戦略的役割を担
う位置づけがされていると考えられる。
１）　外部要因
　企業には多くのステークホルダーが存在する。それは，内部ステークホ
ルダーと外部ステークホルダーの二種類に分類することができる
（Henrique and Sadorsky, １９９６）。外部ステークホルダーには政府，投資家，
消費者などがあり，内部ステークホルダーには従業員，労働組合，経営者
などが含まれる。本調査では，環境経営への影響という観点から，主要外
部要因として，「政府規制」，「顧客・市場の要請」，「地域社会の要請」３要
因を取り上げている。政府規制についてはさらに，水質，大気，廃棄物に
関する項目に分けて質問している。
　調査の結果，外部要因の中では，５点評価法で政府規制３．０４，地域社会
の要請３．２２，顧客・市場の要請３．５７で，進出企業は顧客・市場の要請を
もっとも強く知覚していることがわかる。外部要因についての一般的な予
想と違って，政府規制の影響の認識は，特に強いものではないことが示さ
れた。政府規制は達成しなければ事業続けることができないという意味で
重要であるが，すでに排出基準を達成している場合には重要性は低下し，
優先的な課題ではなくなることがこれまでにも指摘されてきた（Buysse 
and Verbeke, ２００３）。むしろ，先進的企業には事業の市場での評価が重要で，
市場あるいは顧客の要請にいかに応えるかに神経を使っている。もちろん，
RoHS指令や REACH規制のように政府規制が顧客を通して認識される側
面もあり，メカニズムは単純ではない（Beise and Rennings, ２００５）。また途
上国では環境省あるいは環境管理局などの監督官庁に対して毎月環境報告
データを提出することが海外投資企業には義務付けられていることも一般
化している。
　外部要因を構成する３要因について若干の違いが見られる。地域社会や
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顧客と比較して政府規制が最も低いスコアである点で共通しているが，小
規模企業では地域社会の要請がより強く（３．１３），大規模企業では顧客の要
請が最も強くなっている（３．６４）。中規模企業は顧客要請を小規模企業およ
び大規模企業のいずれよりも強く知覚している。小規模企業では規制をク
リアしているとはいうものの，環境対策が万全とは言えないがために，地
域社会の反応には強く配慮する状況にあるとみられる。これに対し大規模
企業では多くの場合，規制には相対的よく対応できているものと考えられ，
地域社会との関係において環境汚染による不安は比較的少ないということ
を示唆している。また東南アジアでは工業団地への進出が多く見られ，近
隣地域の住民には直接影響を与えていない場合もあることを考えると，調
査結果はそれらの状況を反映している。大規模企業では，市場・顧客の要
請が事業の成功には大きな規定要因であると受け止められている。
　政府による各種規制のうち，水質規制，大気汚染規制，廃棄物規制の間
には，全体的にも規模別にも強い傾向は見られない。強いて言えば，小規
模企業では水質規制を強く知覚し，大規模企業では大気汚染規制がやや強
く知覚されている。
２）　戦略要因
　戦略とは，組織の様々な活動と資源を統合し，方向づける意思決定のガ
イドラインであり，組織の主要な政策および一連の行為を統合する枠組み
である。戦略が明確であれば，構成員はそれによって達成すべき課題が相
対的に明確になる。戦略は，構成員の動機づけや目的の明確化に役立つも
のである。本稿の調査では，環境戦略の指標として，「環境達成目標があ
る」，「トップは環境リーダーシップを発揮している」，「環境対策に従業員
が参加している」，の３つの項目を用いた。
　調査の結果，中規模企業ではトップのリーダーシップと環境目標がいず
れも４．１０と強く知覚されている。大企業においても，トップのリーダー
シップと環境目標が強く知覚されている。大規模企業では親会社が
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ISO１４００１ の認証を取得する企業は９２％に達し，海外子会社でも８５．７％で取
得されている。それゆえ ISO１４００１ の要件としてシステムの構築が行われ
環境方針，環境目標，トップリーダーシップが明確に組織に組み入れられ
ていると考えられる。
３）　組織体制
　続いて，環境に取り組む組織体制は，管理的側面と環境負荷削減行動に
分けることができる。具体的環境対策である環境負荷削減行動は，開発設
計，製造，廃棄における取り組みに関連している。調査では，「エコデザ
インを実施している」，「グリーン調達を実施している」，「ゼロ・エミッ
ションを達成している」，の３つの質問を用意した。他方，管理的側面は，
「環境報告書を作成している」，「環境会計を導入している」，「ISO１４００１ の
認証を取得している」，の３つの質問を用意した。これらの項目を親会社
および海外子会社の双方について尋ねた。質問票は親会社の組織体制につ
いても海外子会社の立場から答えてもらっているが，本アンケートは日本
語で作成され，海外子会社の日本人経営者に回答を求めている。したがっ
て，親会社からの指示を直接受けて経営責任を負う立場にあるので，上に
あげた質問にある親会社の体制についても基本的には正しく理解している
ものと判断している。
　親会社の環境行動について，全体平均値では，エコデザインが最も数値
が高く（４．２２），グリーン調達（３．９８）が続いている。しかし，ゼロ・エ
ミッションは，３．０８である。廃棄物のリサイクル率９９％以上（つまり最終
処分率１％未満）と定義した場合のゼロ・エミッションは，多くの企業が
目標として掲げ取り組みをしているものの，世界的な多国籍企業において
も海外事業での達成は必ずしも容易ではないことがうかがえる。
　親会社のグリーン調達実施は，５点評価法で小規模企業３．５７，大規模企
業４．３６である。エコデザインは，小規模企業では４．００，大規模企業では
４．７１と高い値を示し，取り組みが比較的強いことを示している。これらの
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環境行動は，企業規模の間には有意な差が認められる。
　次に，海外子会社のエコデザインとゼロ・エミッションの取り組みにつ
いてみると，ゼロ・エミッションでは規模間には有意な差が認められ，大
規模企業３．５４，中規模企業２．１５，小規模企業２．７１の取り組みを示している。
しかしエコデザインでは有意な差はなく，大規模企業４．２０，中規模企業で
は３．３６，小規模企業３．８０であった。
　続いて，環境マネジメントシステムの代表的取り組みである ISO１４００１ 
については，親会社は全体平均で８４．３％が認証を取得し，環境報告書も
７７．１％が作成している。規模別には，大規模企業では，それぞれについて
９２．９％，９２．３％がすでに実施している。これに対し海外子会社の場合，全
体では ISO１４００１ の認証取得は７８．４％，環境報告書データの作成５４．０％に
とどまっている。ISO１４００１ の認証取得は比較的進んでいる現実が見られる
が，環境報告書データ作成についてはやや低い水準の取り組みであると言
える。海外子会社は必ずしも単独で環境報告書を作成し発表する必要はな
く，多くの場合，多国籍企業のデータに連結されている。したがって，本
調査では，環境報告書の作成ではなく環境報告書用のデータを作成してい
るか否かを質問している。
　海外子会社の規模別 ISO１４００１ の認証取得をみると，小規模企業では
５０．０％，大規模企業８５．７％である。同様の傾向は，環境報告データの作成
についても認められる。この数値は，親会社と比較すれば高くはないが，
ISO１４００１ の取得が小規模企業においてすら半数以上の企業に普及している
ということであり，海外事業への移転が着実に進んでおり，その成果も上
げつつあるというべきであろう。
　これらのデータから結論できることは，第１に，親会社の実施割合は子
会社の実施割合に比べて高いこと。第２に，しかし，ISO１４００１ の認証取得
については，海外子会社でもすでに７８．４％と高い割合で実施されているこ
と。それゆえ，環境マネジメントシステムが普及していることがわかる。
第３に，親会社，海外子会社の間には実施時間の格差がある。それは親会
12─ ─
修道商学　第　５４　巻　第１号
社から海外子会社へ移転される移転プロセスが存在することを示唆してい
る。第４に，ISO１４００１ に比較して環境報告書や環境会計の取り組みは相対
的に低く，環境への組織的取り組みには取り組みの必要度と組織能力の獲
得に基づいた一定の順序があると考えられる。
４）　環境対策行動と親会社による支援
　海外子会社による環境対策の取り組みに対する親会社による支援につい
てはどのように行われているのか，「３Rの支援」，「人材派遣の支援」，「環境
マネジメントシステム（ISO１４００１）の支援」，「グリーン調達の支援」に関
して質問を用意した。
　親会社による ３R支援は５段階評価の３．３５であり中間値をやや上回るス
コアである。しかし，海外子会社は ３Rへの取り組みが平均して４．０８のス
コアを示している。特に大規模企業では４．７１と高いスコアを示している。
したがって，３Rは大企業では取り組みがほぼ実施されており，その意味で
海外でもすでに浸透していると考えられる。これは，ISO１４００１ の認証取得
が子会社でも７８．４％の企業で行われている事実と合わせれば，環境対策が
すでに実行されていることを示している。その意味で，親会社からの ISO
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表４　日本親会社と海外子会社の取り組みの比較
社，（％）
海外子会社日本親会社
ISO１４００１ 認証取得
４０（７８．４％）４３（８４．３％）　　　あり
１１（２１．６％） ８（１５．７％）　　　なし
環境報告書作成
２７（５４．０％）３７（７７．１％）　　　あり　
２３（４６．０％）１１（２２．９％）　　　なし
環境会計導入
 ５（１０．２％）２３（４８．９％）　　　あり
４４（８９．８％）２４（５１．１％）　　　なし
支援３．０２，親会社からの人材派遣支援２．６２で中間的であるものの，これは
過去に支援が行われたか人材派遣が行われたり指導があったことを否定す
るものではない。すでにこの点について海外子会社は環境マネジメントシ
ステムを構築し自立的な運営段階にまで来ていることによってその必要性
が低下していると考えられる。
５）　環境パフォーマンス
　環境負荷の削減対象には，温室効果ガス，化学物質，廃棄物，CO２・エネ
ルギーなどがある（WBCSD, ２０００）。そこには指標の多様性と統合化の困難
さがある（金原達夫他，２０１１）。本稿では，海外事業について外部からの
データ入手の困難性から，環境パフォーマンスは個々の物質にかかわって
認知指標で測定されている。データ入手の制約から５点評価の認知指標を
使った。
　指標とした項目は，「水質汚濁防止は成果をあげている」，「大気汚染防止
は成果を上げている」，「CO２ 削減は成果を上げている」，「廃棄物削減は成
果を上げている」，の４項目である。全体の平均値は，水質汚濁防止４．２２，
大気汚染防止３．９０，CO２ 削減３．８９，廃棄物削減３．９８である。これを見ると
比較的高い成果を上げていると企業は認識している。特に大企業では，こ
うした排出削減には技術的にも優れ早い段階での取り組みを行ってきたの
で，いずれも高いスコアを示している。すなわち，大企業では，水質汚濁
防止４．５０，大気汚染防止４．３３，CO２ 削減４．３６，廃棄物削減４．２１である。
６）　経済パフォーマンス
　経済成果の分析には，先進国の大規模企業の場合であれば，ROA，ROE，
ROSなどの指標が使われる。これらのデータは，上場企業にとっては有価
証券報告書として広く公開することが義務付けられているために入手可能
である。しかし，途上国企業や海外子会社の場合にはこれら情報の作成あ
るいは開示が進んでいない。そのため本稿では認知指標を用いたデータで
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分析している。
　経済パフォーマンスは，「環境対策はコスト削減が得られている」，「環境
と経済は両立している」，の２つの質問によって測定した。これについて，
調査企業の回答は，平均では二つの項目ともに３．６５，３．７０であった。規模
別には大企業の平均はそれぞれ４．１４，４．００と肯定的な評価をしている企業
が多いという結果が得られた。省エネやリサイクル・資源削減が進みコス
ト削減となっていることが指摘される。
７）　サプライヤーとの関係
　サプライヤーに対する支援については，「サプライヤーの ３R活動を支援
している」，「サプライヤーの技術支援をしている」，「サプライヤーの EMS
支援をしている」，の３つの質問を用意した。回答の平均値は，それぞれ
２．６２，２．４６，２．６８という結果であった。５段階評価の中間値は３で，どち
らとも言えないという意味であり，数値結果は海外子会社がサプライヤー
に対する直接的な支援には踏み込んでいないことが示されている。経済的
な対価がない支援まで実施することは一般的ではないことを示唆している。
　とはいえ，海外子会社が取引先に対してグリーン調達を強め，環境マネ
ジメントシステムの構築などの様々な情報提供および指示をすることは事
実として行われている。また，コスト削減のための部品の改良，生産方法
の改良などについて指示，技術的な要請は行われるのが一般的である。し
たがって，その意味において，支援としてではなく，取引先への様々な要
請として情報提供や指示があることは想像に難くない。加工組立型産業で
は，サプライヤーとの間に比較的長期的な取引関係が存在するが，サプラ
イヤーを含めて製品の競争力を高めるには，品質の改善，コストの削減，
生産性の向上，有害化学物質の不使用などをサプライチェーン全体で取り
組んでいく必要がある。その取り組みが企業としての組織能力の一部となっ
ていくからである。サプライチェーン管理は，規制への対応によっても競
争力強化の点でも確実に強まっている。
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（２）　業種別特徴
１）　外部要因
　外部要因については，基礎素材型産業と加工組立型産業の間に顕著な対
比が見られる。第一に，政府規制については，基礎素材型がより強く認識
しているのに比べ加工組立型産業では相対的に弱く知覚されている。基礎
素材型の政府規制の平均値は３．６０であるのに対し，加工組立型の平均値は
２．７２で業種間に有意な差が見られた。また，水質規制，大気汚染規制，廃
棄物規制のいずれにおいても，基礎素材型と加工組立型はそれぞれ３．４４対
３．００，３．２２対２．９６，３．１０対２．９３であった。これは，基礎素材型産業がいわ
ゆる公害型産業とみられ水質や大気に直接有害物質を排出することから環
境規制が行われ，企業はそれを強く知覚することを反映している。
　他方，市場要請について言えば，消費財を生産する加工組立型産業が最
終市場に直接接するため，その要請を強く知覚している。市場の要請は，
加工組立型産業の平均値が３．７２，基礎素材型産業の平均値が３．５０であった。
しかし，業種別には有意な差ではなかった。
２）　環境戦略
　環境目標およびトップリーダーシップの役割は，加工組立型産業で特に
高く，基礎素材型産業で低くなっている。環境目標は，それぞれ
４．５９，３．４０であり，トップリーダーシップはそれぞれ４．３１，３．９０である。
これは，加工組立型産業が消費市場で直接製品を販売していること，
ISO１４００１ 取り組みが普及しトップのリーダーシップが反映する仕組みがあ
ること，などによって説明されるであろう。
３）　環境対策行動と親会社による支援
　海外へ環境経営を移転する側である親会社による環境行動は，エコデザ
インやグリーン調達に反映される。加工組立型産業では親会社のエコデザ
インは４．３８，グリーン調達は４．３１であった。これに対し基礎素材型産業で
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は，それぞれ４．１１，４．２５で加工組立型産業に比較して取り組みは弱い。装
置型産業では，事業の性質上，エコデザインや ３Rはやや限られた取り組
みになるものと考えられる。
　こうした環境対策行動は，海外子会社事業の取り組みにどのように影響
しているのかというと，海外事業のエコデザインは加工組立型産業の平均
値は３．７１，基礎素材型産業の平均値は３．００である。また表４より環境報告
書（あるいはそのデータ作成）は親会社全体で７７．１％であるのに対し，海
外子会社では５４．０％にとどまっている。親会社と海外子会社の間には明ら
かな格差がある。こうした事実は，環境マネジメントシステムや環境負荷
削減の各種対策が親会社のシステム確立が先行しその経験をベースに海外
事業へ移転されているということを示唆している。先進国企業と途上国企
業の間にはこの逆はなく，海外事業で得られたノウハウが親会社に移転さ
れ経営に貢献するまでには至っていないと言える。
　これに関連して，親会社の支援を調べてみよう。親会社による ３R支援
は全体の平均値が３．３５，加工組立型産業で３．６６，基礎素材型産業で２．８９で
ある。すでに規模別特徴において検討したように，恒常的な直接支援は限
定的であるということができる。特に親会社からの人材派遣は加工組立型
産業２．９０，基礎素材型産業１．８９で環境対策にかかわる人材派遣は一般的で
はないと考えられる。とはいえ，製造業企業の場合，技術担当者が親会社
から派遣で現地子会社に赴任しているのが一般的であるから，その技術担
当者が直接課題の解決に取り組み，時には親会社の情報通信技術を使いあ
るいは短期出張を利用してアドバイを求めるなどのことは十分に考えられ
る。その意味で，長期的な人材派遣の必要性はシステムの立ち上げ時など
を除けば多くないと言える。
　海外子会社における ISO１４００１ の認証取得は，加工組立型産業で９６．６％，
基礎素材型産業で８０．０％に達している。その意味では環境マネジメントシ
ステムはすでに大部分の海外事業に構築されている。それゆえ，親会社に
よる ISO支援が加工組立型産業で３．３４，基礎素材型産業で２．６７と低いのも
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支援が全く行われなかったということや，非公式なアドバイスや情報提供
が存在しないということを意味しないであろう。
４）　環境パフォーマンス
　業種別にみた環境パフォーマンスは，基礎素材型産業はその事業の性質
から負荷が大きくかつ社会的には環境規制が相対的に厳しくて，法令順守
が求められている。そのために，成果についての認識は他の産業よりも相
対的に厳しい自己認識となっている。他方，加工組立型は，ライフサイク
ルの全工程での取り組みが可能であり実際に行われるために，相対的に成
果については見える化が進んでいるようである。
　CO２ 削減の成果については，加工組立型産業の平均値が４．０３であるのに
対し，基礎素材型は３．３８であった。水質の成果は加工組立型産業が４．２４で
あるのに対し，基礎素材型は３．７８であった。また，廃棄物の取り組みにつ
いても産業別格差が大きく，加工組立型産業では４．１４，基礎素材型産業で
は３．５０という平均値であった。業種別には一貫した格差が存在している。
５）　経済パフォーマンス
　経済パフォーマンスにおいても，加工組立型産業がライフサイクルでの
取り組みが多く実施され成果を上げ得るのに対し，基礎素材型産業では装
置産業としての制約があり，生産設備によって大きく制約される面がある。
多段階の加工工程において廃棄物が出るだけでなく，その取り組みが可能
な加工組立型産業では廃棄物の削減や環境効率化が可能である。その結果，
コスト削減効果を見ると，加工組立型産業では３．８３であるのに対し基礎素
材型産業では３．００と低くなり両者の間に大きな開きがあった。しかし規模
間の格差は有意ではなかった。
６）　サプライヤー支援
　サプライヤー支援は，３R支援，技術支援，環境マネジメントシステムの
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いずれにおいても加工組立型産業の平均値が高く，基礎素材型産業で低く
なっている。しかも，スコアの平均値はいずれも３以下であり強い取り組
みは見られない。しかし，業種別には ３R支援および技術支援で有意な差
が見られ，加工組立型産業で相対的に高くなっている。加工組立型ではサ
プライヤーとの関係がそれだけ緊密であることを示唆している。
　環境マネジメントシステムの支援で見ると，加工組立型産業が２．９３，基
礎素材型産業が２．３６であり，どちらとも言えない，を表す３以下である。
したがって，海外サプライヤーへの直接的支援は一般的とは言えず，経済
的な費用を負担してまでするものではないことがわかる。この点は海外子
会社に対する支援とサプライヤーに対する支援では質的な差異がある。し
かし，規模別特徴の考察の中で述べたように，アセンブラーは最終製品の
市場での販売に責任がありその環境リスクに厳しい配慮をしている。サプ
ライヤーとの関係は，恒常的な支援ではなく，取引関係の中で指示され，
あるいはインフォーマルに支援が行われていると考えられる。
５．　結　　　　　び
　本稿では，タイにおける日本企業の子会社に対して実施した環境経営の
移転に関するアンケート調査のデータを用いて実態を分析した。その結果，
環境経営の取り組みは，一定の特徴が見られた。分析の結果は，第１に，
多国籍企業から海外子会社への環境マネジメントシステムや取り組みの移
転が実施されていることが認められる。しかしそこには時間的な格差があ
り，親会社におけるシステムの確立の後に海外子会社への移転が一般的で
あることを示している。多国籍企業本国から海外子会社へ能力が移転され
るという移転の一方向性が明白である。
　第２に，海外直接投資が途上国に環境汚染を輸出することになるのか，
それとも途上国の環境保全に貢献するのかという理論的議論に対して，限
定的な論拠ながらも途上国の環境改善に役立つ組織能力の移転が行われ，
環境保全に役立っていることを示唆している。すくなくとも多国籍企業本
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社の環境経営能力が次第に海外事業へ移転されている状況を確認すること
ができる。
　第３に，加工組立型産業に比較して基礎素材型産業での取り組みが全体
的に低く，公害型の汚染産業と呼ばれる産業の環境経営の難しさを浮き彫
りにしている。加工組立型産業では，ライフサイクル的な多段階の取り組
みが可能であり，その成果が表れやすいことが特徴としてある。しかも，
エネルギー消費については一般に基礎素材型産業の排出原単位が高く，加
工組立型産業の排出原単位は低い。水質や大気，廃棄物に関する排出原単
位も同様である。そのため，基礎素材型産業では政府規制は相対的に強く
認識される。他方，加工組立型産業ではその逆のことが言える。加工組立
型産業ではむしろ市場あるいは顧客の要請が厳しくそれへの対応に配慮す
ることが不可欠となっているのである。
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表５　タイ日系企業による環境経営の取り組み（規模別平均値）
差の検定
（p値）
大規模
［１，０００人以上］
（１４社）
中規模
［３００－９９９人］
（２９社）
小規模
［２９９人以下］
（８社）
全社
（５１社）
０．６７１８．９２１７．０３１６．００１７．３６経験年数（年）
***０．００１１，３４５．３８１，９１２．２１３５７．３８４，１６１．０４売上高（百万バーツ）
***０．００３，９６６５４１１６９１，４２３従業者数（人）
０．３５８９．６７８５．６８９２．２１８７．６３日本側 親会社出資比率（％）
０．２７２．８６３．２１２．７５３．０４現地政府規制は厳しい
０．４９２．８５３．１７３．２５３．１０現地水質規制は厳しい
０．９２３．０８３．０４３．１３３．０６現地大気汚染規制は厳しい
０．５２２．８６３．１４３．００３．０４現地廃棄物規制は厳しい
０．９２３．１５３．２８３．１３３．２２現地地域社会の環境要請は強い
０．５６３．６４３．６６３．１３３．５７現地市場の環境要請は強い
**０．０１４．６４４．１０３．２５４．１２環境達成目標がある
０．２５４．５７４．１０４．００４．２２トップは環境リーダーシップを発揮している
０．６１４．０７３．７９３．６３３．８４環境対策に従業員の参加がある
**０．０２３．９３２．７０２．８６３．０８親会社はゼロエミッションを達成している
**０．０４４．７１４．０３４．００４．２２親会社はエコデザインを実施している
*０．０９４．３６３．８９３．５７３．９８親会社はグリーン調達を実施している
***０．０１３．５４２．１５２．７１２．６２ゼロエミッションを達成している
０．１０４．２０３．３６３．８０３．６０エコデザインを実施している
０．１７２．９２２．５７２．２９２．６３親会社は環境報告書を作成している
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０．１３２．４２２．１８１．５７２．１５親会社は環境会計を導入している
０．５６２．８６２．６６２．６３２．７１親会社は ISO１４００１ 認証を取得している
*０．０９２．４３２．３６１．６３２．２６環境報告データを作成している
*０．０７１．６４１．３０１．００１．３５環境会計を導入している
０．１０２．７９２．６９２．１３２．６３ISO１４００１ 認証を取得している
**０．０２４．２１３．１４２．４３３．３５親会社による ３R支援がある
**０．０２３．５７２．２８２．１４２．６２親会社による人材派遣支援がある
０．２１３．４３３．０３２．１４３．０２親会社による ISO支援がある
０．５１３．２９３．００２．４３３．００親会社からグリーン調達指示あり
**０．０２４．７１４．００３．２５４．０８３Rに取り組んでいる
０．８５３．４３３．２２３．２９３．２９環境効率は国内と同水準である
０．５５３．６４３．４８３．１４３．４８設備は国内と同水準である
０．９５３．５０３．４４３．４３３．４６グリーン調達は国内と同水準である
０．４３４．５０４．１０４．２５４．２２水質汚濁防止は成果をあげている
*０．０８４．３３３．６９４．００３．９０大気汚染防止は成果をあげている
**０．０４４．３６３．６２４．００３．８９CO２ 削減は成果をあげている
０．４７４．２１３．９６３．６３３．９８廃棄物削減は成果をあげている
０．１１３．０７２．３６２．７５２．６２サプライヤーの ３R支援をしている
０．８５２．５７２．３９２．５０２．４６サプライヤーの技術支援をしている
０．８７２．７９２．６８２．５０２．６８サプライヤーの EMS支援をしている
*０．１０４．２１３．７２３．７５３．８６地域社会の環境保全に貢献している
*０．０９４．１４３．４６３．４３３．６５環境対策はコスト削減が得られている
０．２６４．００３．６２３．４３３．７０環境と経済は両立している
**０．０４２．５０２．９７３．７１２．９４予算制約がある
０．６８２．９３３．１７３．４３３．１４技術制約がある
０．２９３．００２．８９３．５７３．０２処理業者の制約がある
０．１１２．６４３．２５３．７１３．１４人材不足の制約がある
（注１）数値は５段階評価（１＝強く否定する，５＝強く同意する）の平均値。ただし，環境報告書，環境会
計，ISO１４００１ は３段階評価（１＝実行していない，２＝準備中，３＝実行している）の平均値。
（注２）*，**，***はそれぞれ有意水準１０％，５％，１％。少数サンプルのため Kruskal-Walis検定を実施。
表６　タイ日系企業における環境経営の取り組み（業種別平均値）
差の検定
（p値）
加工組立型
（２９社）
基礎素材型
（１０社）
生活関連型
（１２社）
全社
（５１社）
０．８１１６．６９１９．２０１７．４５１７．３６経験年数（年）
**０．０２５，６９８．０７３，０１８．７０８４６．００４，１６１．０４売上高（百万バーツ）
**０．０４２，０９２６４６４５３１，４２３従業者数（人）
０．６２８８．７７８９．７０８２．９４８７．６３日本側 親会社出資比率（％）
**０．０１２．７２３．６０３．３３３．０４現地政府規制は厳しい
０．４７３．００３．４４３．０８３．１０現地水質規制は厳しい
０．６８２．９６３．２２３．１８３．０６現地大気汚染規制は厳しい
０．４４２．９３３．１０３．２５３．０４現地廃棄物規制は厳しい
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０．６５３．２１３．００３．４２３．２２現地地域社会の環境要請は強い
０．４１３．７２３．５０３．２５３．５７現地市場の環境要請は強い
*０．０６４．５９３．４０３．５８４．１２環境達成目標がある
０．２６４．３１３．９０４．２５４．２２トップは環境リーダーシップを発揮している
０．２２３．８６３．５０４．０８３．８４環境対策に従業員の参加がある
**０．０４３．５０２．６３２．４２３．０８親会社はゼロエミッションを達成している
０．３０４．３８４．１１３．９２４．２２親会社はエコデザインを実施している
**０．０１４．３１４．２５３．００３．９８親会社はグリーン調達を実施している
**０．０２３．００１．７１２．２５２．６２ゼロエミッションを達成している
０．３２３．７１３．００３．８２３．６０エコデザインを実施している
０．２２２．８１２．４０２．３６２．６３親会社は環境報告書を作成している
０．３８２．３０２．００１．９１２．１５親会社は環境会計を導入している
***０．００２．９３２．８０２．０８２．７１親会社は ISO１４００１ 認証を取得している
*０．０６２．５２１．９０１．９１２．２６環境報告データを作成している
**０．０２１．５７１．００１．０９１．３５環境会計を導入している
***０．００２．９７２．６０１．８３２．６３ISO１４００１ 認証を取得している
０．２１３．６６２．８９２．９１３．３５親会社による ３R支援がある
０．１５２．９０１．８９２．５０２．６２親会社による人材派遣支援がある
０．２３３．３４２．６７２．５０３．０２親会社による ISO支援がある
**０．０４３．４８２．１１２．５０３．００親会社からグリーン調達指示あり
０．１２４．３１３．５０４．００４．０８３Rに取り組んでいる
０．３６３．４５２．７８３．３０３．２９環境効率は国内と同水準である
０．２１３．６６３．５６２．９０３．４８設備は国内と同水準である
０．３６３．５９３．５６３．００３．４６グリーン調達は国内と同水準である
*０．０７４．２４３．７８４．５５４．２２水質汚濁防止は成果をあげている
０．２１３．８２３．６７４．２７３．９０大気汚染防止は成果をあげている
０．２２４．０３３．３８３．９０３．８９CO２ 削減は成果をあげている
*０．０９４．１４３．５０４．００３．９８廃棄物削減は成果をあげている
**０．０２３．００２．００２．１８２．６２サプライヤーの ３R支援をしている
**０．０３２．７９１．８０２．１８２．４６サプライヤーの技術支援をしている
０．２２２．９３２．３０２．３６２．６８サプライヤーの EMS支援をしている
０．７７３．９３３．８０３．７５３．８６地域社会の環境保全に貢献している
０．１９３．８３３．００３．７３３．６５環境対策はコスト削減が得られている
０．１９３．７９３．１１３．９２３．７０環境と経済は両立している
０．５３２．８６２．７８３．２５２．９４予算制約がある
０．５７３．２１３．２２２．９２３．１４技術制約がある
０．７４３．００２．８９３．１８３．０２処理業者の制約がある
０．７７３．０３３．４４３．１８３．１４人材不足の制約がある
（注１）数値は５段階評価（１＝強く否定する，５＝強く同意する）の平均値。ただし，環境報告書，環境会
計，ISO１４００１ は３段階評価（１＝実行していない，２＝準備中，３＝実行している）の平均値。
（注２）*，**，***はそれぞれ有意水準１０％，５％，１％。少数サンプルのため Kruskal-Walis検定を実施。
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